
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－042） 

 

１ 3 月 7 日に実施されたミクロネシア連邦（FSM）の総選挙で、現職のディビ

ッド・パニュエロ大統領は議席を失った。一方、2015年から 19年に第 8代 FSM

大統領を務めたピーター・クリスチャン氏は再選される見込み。議会は 5 月 11

日に大統領指名選挙を実施する。 

原文 

（10th March 2023, Radio NZ） 

 

２ パラオのアンガウル州で医療支援活動を行いペリリュー州への帰途の海上

で遭難していた医療従事者らが無事に帰還した。3 月 3 日午後 7 時 30 分頃に遭

難情報を受信後、捜索救助活動に巡視船 RemeliikⅡや（※日本財団寄贈の）小

型パトロール艇 BUL、ペリリュー州及びアンガウル州のレンジャーらが参加し、

4 日午後 2 時 30 分頃、ボートと乗船者は無事に発見された。センゲバウ副大統

領兼法務大臣は、捜索救助活動に参加した全ての人に感謝するとともに、法務

省はプレスリリースで、今後の事故防止のため水上における安全手順を見直す

予定だとした。 

原文 

（7th March 2023, Island Times） 

 

３ JICA パラオ事務所は、「太平洋地域廃棄物管理改善支援プロジェクト フ

ェーズ 3（J-PRISM3）」の討議議事録に署名した。J-PRISM3 の全体目標は、太

平洋地域において 3R+Return による安定した循環型社会に向けた基本的な枠組

みや必要な施策が整備されることである。本事業のプロジェクトは 5 年で、専

門家の派遣、日本および他国での研修、機材の提供、事業活動のための費用な

どが含まれる。 

 JICAはまた、マーシャル諸島とも J-PRISM3の討議議事録に署名した。 

原文 

（7th March 2023, Island Times） 

原文 

（10th March 2023, The Marshall Islands Journal） 

 

４ 米国はパナマで開催されたアワ・オーシャン会議で、近年開始したものや

新たなものを含め、計 8億ドルを超えるイニシアティブを紹介した。 

 具体的には、「気候変動」に 5800 万ドル、「持続可能な漁業」に 6 億 1000

万ドル、「持続可能なブルーエコノミー」に 6400 万ドル、「海洋保護区」に

800 万ドル、「海上セキュリティ」に 1800 万ドル、「海洋汚染」に 5600 万ド

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/485698/panuelo-out-as-ex-president-likely-to-become-new-micronesian-leader
https://islandtimes.org/safe-return-of-medical-personnel-lost-at-sea-brings-great-relief-to-families-and-nation/
https://islandtimes.org/j-prism-3-record-of-discussion-signed/


ルであり、「大西洋協力」では 2023年の多国間組織設立に向けた取組が紹介さ

れた。 

 「持続可能な漁業」分野では、太平洋諸島フォーラム漁業機関（FFA）に対

し、南太平洋マグロ協定（South Pacific Tuna Treaty）に関連して今後 10年

間毎年 6000万ドルの経済援助実施を議会に要請する（SRO News22-014参照）。 

 また、「海上セキュリティ」分野では、海外に向けた主なものとしてパプア

ニューギニアとの新たな海上法執行協定の署名の意向、英国及びカナダとの

IUU漁業行動同盟の立ち上げ、IUU漁業および関連した強制労働に関する対策の

ための新国家安全保障覚書の発表、米国沿岸警備隊東南アジアトレーニングチ

ーム（SEATT）設立（890 万ドル）、海上セキュリティと海上法執行のための

Blue Pacific パートナーの能力構築・向上（300 万ドル）、能力構築・向上を

支援する米国沿岸警備隊モバイルトレーニングチーム（219 万ドル）、違法な

越境海洋活動対策に向けたミクロネシア連邦との既存二国間協定の運用手順拡

大についての署名（SRO News22-026参照）などが含まれる。 

原文 

（8th March 2023, U.S. Department of State） 

 

５ アジア開発銀行は、キリバス、サモア、ソロモン諸島及びトンガに対し、

天災や衛生上の緊急事態に起因する災害に対応するための臨時災害資金供与と

して 3800万ドルを承認した。 

原文 

（7th March 2023, PACNEWS） 

 

６ 3 月 4 日、地球上のほぼ半分を占める公海を保護するための初の国際条約

について、15 年の協議を経てようやく約 193 の国連加盟国が枠組みに合意した。

この条約は、12 月にモントリオール（の COP15）で世界の政府が署名した歴史

的な協定に示されているように、2030年までに世界の陸地と海洋の 30％を保全

するために不可欠なものである。文書の詳細は発表されていないものの、活動

家らは生物多様性の保護にとって画期的な瞬間だと歓迎した。現在、公海は約

1％しか保護されていないが、新条約が発効すれば、この国際水域に海洋保護

区を設けることが可能になるほか、公海における活動について計画段階で環境

影響評価を実施することも義務付けられる。正式な文書は今後数カ月以内に採

択される予定。 

原文 

（5th March 2023, Channel News Asia） 

原文 

（7th March 2023, PACNEWS） 

原文 

（10th March 2023, PACNEWS） 

  

https://www.state.gov/united-states-announces-800-million-in-international-commitments-for-protecting-our-ocean/
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